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横浜市は「SDGs未来都市・横浜」として、『環境を軸に、経済や文化・芸術による新たな価値・賑わ

いを創出し続ける都市の実現』をビジョンに掲げ、市民・企業等と連携した様々な取組を進めています。   

このたび、信金中央金庫が地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の仕組み等を活用して創設した

地域創生推進スキーム「SCBふるさと応援団」に、横浜信用金庫の推薦をいただき、「SDGs bizサポー

ト事業」を応募しました。このたび、寄附対象事業として選定いただくこととなり、次の通り寄附の目

録を贈呈していただきます。 

なお、横浜市における企業版ふるさと納税の活用は、本件が初めての事例となります。 
 

１ 目録贈呈について 

（１）日時 令和３年２月１日（月）14時 00分～14時 15分 

（２）場所 横浜市役所 ８階副市長応接室 

（３）出席者 

   信金中央金庫 関東営業第一部 部長 浅沼 宏行 

   横浜信用金庫 理事長        大前 茂 

   横浜市    副市長        小林 一美 

 

２ 寄附活用事業について 

ＳＤＧｓ ｂｉｚサポート事業（寄付金決定額：１千万円 令和２年度事業として実施します。） 

市内事業者による、ＳＤＧｓと「新しい生活様式」を両立する先駆的な取組に必要な事業費を補助す

る「ＳＤＧｓ ｂｉｚサポート補助金」で採択した事業のプロモーションに活用します。 

 

 
【参考】信金中央金庫 地域創生推進スキーム「ＳＣＢふるさと応援団」について 

ＳＤＧｓを踏まえ、信金中央金庫が地方公共団体に企業版ふるさと納税制度を活用した寄附を行うことにより、

地域の課題解決および持続可能な社会の実現に資する地域創生事業を地元の信用金庫とともに応援し、地域経済

社会の発展に貢献することを目的として創設した制度です。 

信用金庫と地方公共団体が、地域関係者を巻き込みながら、地域の未来を描き、創ることへチャレンジし、新

たな「共通価値の創造」に主体的に取り組むことを期待しています。 

 

（制度の概要） 

名称 ＳＣＢふるさと応援団 

寄付金額 １事業あたり１千万円以内 

対象事業 原則として、信用金庫の本店所在地の地方公共団体が行う地方創生事業 

 

 

※取材を希望される方は、１３時４５分までに直接会場にお越しください。 

お問合せ先 

温暖化対策統括本部 ＳＤＧｓ未来都市推進課長       髙橋 知宏         Tel 045-671-3901 

令和３年１月２９日 
温 暖化 対策統 括本部 
Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 未 来 都 市 推 進 課 

信金中央金庫「SCBふるさと応援団」寄附対象事業に 
「SDGs bizサポート事業」が選ばれました 

～寄附の目録が贈呈されます～ 



２０２１年６月

横浜市環境創造局

第７回
ヨコハマ温暖化対策賞

受賞者紹介
横浜市では、地球温暖化対策計画書制度において
優良な取組を行った事業者を表彰しています

横浜市が2019年に導入した
CO2を含む排気ガスを一切
出さない燃料電池（FC）バス



丸紅プライベートリート投資法人

（金融業、保険業 貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関）

オフィス、商業施設の複合ビル「みなとみらいグランドセントラルタワー」における、
エネルギー使用割合の約９割を占める空調、照明の電気使用量削減の取組

同ビルにおいて、共用部の蛍光灯照明のLED化及び空調の稼働時間
短縮を実施し、合計で426トン、約7％のCO2排出削減を達成した。
また、同ビルは太陽光発電・外部ルーバー・自動制御ブラインド等の
環境性能の高い設備を設置し、照明や空調を設定時刻での一斉消灯、

横浜信用金庫

（金融業、保険業 協同組織金融業）

信用金庫の店舗等における、
エネルギー使用割合の９割超を占める電気の使用に伴うCO2削減の取組

関内本店において、金融機関初のブロックチェーン技術を利用した再生可能エネルギー100%の
電力を使用し、電気の使用に伴うCO2排出「０」を達成した。
さらに大口支店において、老朽化した空調設備を高効率なガスヒートポンプ空調へ更新した。

みなとみらいグランド
セントラルタワー

太陽光パネル

関内本店 横浜町 風力発電

上記取組により、合計で306トン、
約11％のCO2排出削減を達成し
た。
また、同庫は環境関連に投資す

る企業への金融商品の開発や横
浜市の「Zero Carbon 
Yokohama」の取組への賛同に
より、地域の環境保全に注力して
いる。

停止等の運用を中央監視室から行い、省エ
ネ化を推進（CASBEE横浜「Sランク」取
得）している。
それと共に、共用部の木目調の内装に合
わせた照明を設置する等、洗練された内装
により上質な空間づくりを実現している。



 

「社会福祉法人横浜市社会福祉協議会」と包括連携協定締結！ 

― 横浜市内の地域福祉活動を推進します ― 

 

横浜信用金庫と社会福祉法人横浜市社会福祉協議会（横浜市中区 会長 荒木田 百合、以下

「社会福祉協議会」という。）は、横浜市内の地域福祉活動を推進し、SDGs の視点を踏まえて、

身近な地域の支え合い及び地域貢献活動の活性化を図ることを目的として包括連携協定を締結

しました。 

これにより、両者は共に地域の発展に寄与し地域共生社会（企業活動＋地域貢献）の実現を

目指していきます。 

なお、社会福祉協議会が、地域福祉活動の包括連携協定を締結するのは当金庫が初めてとな

ります。 

 
記 

 

１．連携協定締結日                     

令和 3 年 6 月 9 日（水）  

               

２．連携協定内容                       

（１）地域福祉活動の支援に関すること 

（２）SDGs の普及啓発に関すること                  

（３）人材支援に関すること 

（４）災害対策に関すること 

（５）その他、地域経済及び福祉活動の活性化に 

   関すること 

 

３．その他 

 〇包括連携協定後の最初の協働事業として、6 月 15 日の「信用金庫の日」にあわせて、ポケッ

トティッシュにメッセージカード（「食」の支援の実施）を挟み込み、当金庫の店頭にて配布

し周知します。（6 月 14 日・15 日・16 日） 

  ※メッセージカードの挟み込み作業は、横浜市内の障がい者施設に依頼しました。 

〇社会福祉協議会には平成 6 年から寄付を行い、平成 27 年からは「一般財団法人よこしんふ

れあい財団」を通じて寄付を継続しています。 

 〇昨年 12 月には、当金庫から新型コロナ感染症の影響により生活が困窮している「ひとり親世

帯」の方々に寄付（「食」の支援）を行いました。 

 

【社会福祉法人横浜市社会福祉協議会の概要】  

名称 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会 

所在地 横浜市中区桜木町１－１ 横浜市健康福祉総合センター 

代表者 会長 荒木田 百合 

事業内容 地域福祉活動の推進、ボランティア活動の推進、社会福祉施設の運営など 

 

以上 
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